
４～5、７、９．空家等の調査に関する事項、所有者等によ
る空家の適切な管理の促進に関する事項、町民等からの空家
等に関する相談への対応に関する事項、その他空家等に関す
る対策の実施に関し必要な事項

１．特定空家等の認定

※ 特定空家等の認定の際の判断は一律のものではなく、当該空家等の
立地環境等地域の特性や、気候条件等地域の実情に応じ、個別に判
断する。

２．特定空家等に対する措置及び特例

［概要］金山町空家等対策計画

８．空家等に関する対策の実施体制に関する事項

１．金山町空家等対策協議会

２．金山町空家等対策検討委員会

３．庁内体制

特定空家等

命 令

行政代執行

勧 告

助言又は指導

・措置を履行しない場合
・履行しても十分でないとき
・履行しても期限までに完了の見
込みがないとき

正当な理由がなくて措置をとらな
かった場合

【住宅の場合】
固定資産税特例の除外

空家等の把握

現地調査(職員)

立入調査(建築士に委託)

認定候補の特定

金山町空家等対策協議会

【特定空家等の判断の参考となる
基準（ガイドラインより）】
・倒壊等危険となるおそれのあ
る状態

・衛生上有害となるおそれのあ
る状態

・景観を損なっている状態
・周辺の生活環境に影響がある

意見

１．利活用促進体制の整備
・金山町空家情報バンクの検討

・空家の賃貸契約の新しい形の検討

・空家相談窓口

（復興政策課に設置：ワンストップ窓口とする）

２．利活用する者への支援
・金山町空き家・住宅改修補助（リフォーム・増築等の工事

費２／３補助（上限１００万円））

・木造住宅耐震診断・改修支援（耐震診断の支援、耐震工事

費１／２補助（上限１００万円））

３．町による空家等の利活用
・町施策（移住･定住促進、地域活性化）による利活用

・地区からの要望があった場合の利活用検討

略式代執行

金山町空家等対策協議会
意見

教育委員会

復興政策課
建 設 課

総 務 課 産 業 課

住 民 課

意見

１～２．計画策定の背景、計画の内容

１．空家等の実態
・平成２７年度に空家の実態調査を実施
・空家と思われる家屋が３００件以上あり、外観調査では程

度が良い空家が多いことを確認

２．対策の実施地区

(1) 対象地区 本町全域

(2) モデル地区（利活用）
利活用可能な空家が一定の

範囲内に集中しており、移住者に魅力がある地区

(3) 重点箇所（除去）
集落の中にあり人々の往来が多い箇所

認定（町長）

金山町空家等対策協議会

３．今後の空家等に関する対策の実施に関する基本的な方針

１．所有者等による管理の原則
・空家等の管理は所有者等が自らの責任で適切に行うのが

原則（空家法第３条）

・所有者等の管理責任が全うされず、不特定多数の町民を

危険から守るために町は所有者等に適正な管理を促す。

２．移住・定住による元気なまちづくり
・利活用可能な空家等については、所有者等の売却等
の意向も確認し、住の資源として地域のニーズに合
う利活用を検討する。

・空家等に関する正確な情報の把握に努め、移住希望
者に対して賃貸や売却などの希望がある空家等の情
報を発信する。

３．地域住民が安全・安心に暮すことができる
まちづくり

・周辺環境に悪影響を及ぼす特定空家等の増加を抑制する

ため、所有者等に対する意識啓発活動を行いながら、予

防措置を進める。

４．計画期間
・平成２８年度から平成３２年度までの５年間

６．空家等及び除却した空家等に係わる跡地の利用の促進に関する事項


